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１　中期財政見通し決算比較（令和６年度）

【収支状況】 （単位：千円）

R6計画 A R6決算 B 比較 B-A

地 方 税 1,250,715 1,248,922 △ 1,793

分 担 金 ・ 負 担 金 188,749 181,290 △ 7,459

使 用 料 ・ 手 数 料 471,708 466,817 △ 4,891

繰 入 金 1,278,130 896,761 △ 381,369

寄 附 金 1,010,968 777,279 △ 233,689

繰 越 金 126,087 126,086 △ 1

そ の 他 自 主 財 源 205,897 275,532 69,635

計 4,532,254 3,972,687 △ 559,567

地 方 譲 与 税 等 536,331 568,592 32,261

地 方 交 付 税 3,842,774 3,938,575 95,801

（ 内 普 通 交 付 税 ） 3,399,735 3,510,101 110,366

国 ・ 県 支 出 金 2,640,900 2,669,778 28,878

地 方 債 1,399,339 1,000,239 △ 399,100

計 8,419,344 8,177,184 △ 242,160

12,951,598 12,149,871 △ 801,727

人 件 費 1,896,660 1,807,495 △ 89,165

扶 助 費 2,514,461 2,616,081 101,620

公 債 費 1,405,121 1,404,140 △ 981

計 5,816,242 5,827,716 11,474

物 件 費 1,985,089 1,619,409 △ 365,680

維 持 補 修 費 23,451 33,378 9,927

補 助 費 等 1,253,828 1,182,794 △ 71,034

積 立 金 1,057,282 1,114,416 57,134

出 資 金 ・ 貸 付 金 739,300 496,500 △ 242,800

繰 出 金 944,438 923,785 △ 20,653

計 6,003,388 5,370,282 △ 633,106

1,026,384 818,009 △ 208,375

985,000 783,820 △ 201,180

12,846,014 12,016,007 △ 830,007

105,584 133,864 28,280

△ 9,630 3,446 13,076

5,141,534 5,297,304 155,770

2.1% 2.5% 0.5%

【その他の指標】 （単位：千円）

3,842,697 4,269,030 426,333

12,856,033 12,307,296 △ 548,737

96.8% 90.8% △ 6.0%経 常 収 支 比 率

実 質 収 支 C(A-B)

単 年 度 収 支

標 準 財 政 規 模 D

実 質 収 支 比 率 C/D

基 金 残 高

地 方 債 現 在 高

歳 出 合 計 B

項 目

歳
入

自
主
財
源

依
存
財
源

歳 入 合 計 A

歳
出

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投 資 的 経 費

（ 内 普 通 建 設 事 業 ）
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２　収支状況（普通会計ベース）

（単位：千円）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度(決算) 5年度(決算) 6年度(決算)

地 方 税 1,276,217 1,292,872 1,333,252 1,308,920 1,248,922

分担金・負担金 191,242 192,258 192,300 193,195 181,290

使用料・手数料 486,321 483,386 480,716 475,254 466,817

繰 入 金 660,611 561,572 1,170,636 1,577,404 896,761

寄 附 金 734,140 616,642 661,144 752,682 777,279

繰 越 金 68,442 57,182 290,433 149,121 126,086

その他自主財源 230,165 291,068 276,252 207,140 275,532

計 3,647,138 3,494,980 4,404,733 4,663,716 3,972,687

地 方 譲 与 税 等 457,743 510,254 492,495 496,001 568,592

地 方 交 付 税 3,469,952 3,821,263 3,878,270 3,891,606 3,938,575

（ 内 普 通 交 付 税 ） 3,070,045 3,402,102 3,435,231 3,471,772 3,510,101

国 ・ 県 支 出 金 4,022,013 3,096,355 3,393,087 2,624,882 2,669,778

地 方 債 983,557 1,069,855 1,421,438 688,544 1,000,239

計 8,933,265 8,497,727 9,185,290 7,701,033 8,177,184

12,580,403 11,992,707 13,590,023 12,364,749 12,149,871

人 件 費 1,846,355 1,827,920 1,748,994 1,743,099 1,807,495

（ う ち 職 員 給 ） 1,242,521 1,234,714 1,195,507 1,184,960 1,233,088

扶 助 費 1,989,649 2,614,876 2,248,844 2,529,834 2,616,081

公 債 費 1,298,929 1,290,249 1,694,710 1,605,170 1,404,140

計 5,134,933 5,733,045 5,692,548 5,878,103 5,827,716

物 件 費 1,490,731 1,420,516 1,684,694 1,666,864 1,619,409

維 持 補 修 費 31,556 24,701 26,141 21,665 33,378

補 助 費 等 3,018,465 1,176,094 1,353,995 1,074,434 1,182,794

積 立 金 1,001,217 1,247,784 1,319,014 1,689,144 1,114,416

出資金・貸付金 115,627 194,900 190,700 226,600 496,500

繰 出 金 880,455 892,638 897,721 904,149 923,785

前年度繰上充用金 0 0 0 0 0

計 6,538,051 4,956,633 5,472,265 5,582,856 5,370,282

850,237 1,012,596 2,276,089 776,170 818,009

820,065 966,527 2,088,827 742,581 783,820

12,523,221 11,702,274 13,440,902 12,237,129 12,016,007

57,182 290,433 149,121 127,620 133,864

5,489 122,977 34,724 12,406 15,204

51,693 167,456 114,397 115,214 118,660

12,361 115,763 △ 53,059 817 3,446

5,021,476 5,332,966 5,269,066 5,311,146 5,297,304

1.0% 3.1% 2.2% 2.2% 2.2%

※ 財政規模の標準化を図るため、町立病院に係る企業債償還金については、決算統計区分に従って歳

入の負担金及び歳出の公債費からそれぞれ同額を控除。

項 目

歳
出

歳 出 合 計 B

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

（ 内 普 通 建 設 事 業 ）

投 資 的 経 費

自
主
財
源

依
存
財
源

歳 入 合 計 A

歳
入

形 式 収 支 C(A-B)

翌 年 度 繰 越 財 源 D

実 質 収 支 E(C-D)

単 年 度 収 支

標 準 財 政 規 模 F

実 質 収 支 比 率 E/F
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３　投資的事業（普通建設事業）

（単位：千円）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度(決算) 5年度(決算) 6年度(決算)

1 過疎対策事業 492,490 515,131 491,021 306,059 260,889

観光施設整備 11,990 126,828 204,360 27,122 11,985

道路橋梁整備 267,498 223,466 210,636 200,366 238,134

社会福祉施設整備 22,199 29,179 49,590 0 0

学校施設整備 164,603 135,658 26,435 66,557 10,770

社会教育施設整備 26,200 0 0 12,014 0

2 公営住宅建設事業 172,750 302,900 683,555 257,946 217,542

豊州改良住宅改善 19,593 36,301 42,613 1,100 62,147

大峰改良住宅改善 17,621 124,544 410,920 95,283 16,764

その他公営住宅整備 135,536 142,055 230,022 161,563 138,631

3 辺地対策事業 26,890 0 0 9,508 0

観光施設整備 0 0 0 9,508 0

道路橋梁整備 26,890 0 0 0 0

4 その他普通建設事業 127,935 148,496 914,251 169,068 305,389

公共施設整備 0 0 774,833 1,364 0

農林水産施設整備 12,462 18,635 14,000 50,930 126,496

観光施設整備 1,309 767 11,129 4,117 400

土木施設整備 24,057 17,031 13,401 25,217 6,750

河川整備 16,703 3,960 0 9,083 4,972

義務教育施設整備 52,119 40,154 8,506 5,032 3,856

社会教育施設整備 1,746 40,199 34,768 7,774 7,217

その他施設整備 19,539 27,750 57,614 65,551 155,698

820,065 966,527 2,088,827 742,581 783,820

※ 投資的事業については、現在の財政状況において実施可能な事業量を勘案したうえで試算するもの

とし、その後事業量が確定した後に財政見通しに反映させる予定。

４　職員数と職員人件費（普通会計）

（単位：人）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度(決算) 5年度(決算) 6年度(決算)

188 188 185 182 178

35 33 30 26 24

63 57 60 60 60

286 278 275 268 262

（単位：千円）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度(決算) 5年度(決算) 6年度(決算)

1,469,186 1,457,759 1,378,428 1,368,062 1,410,536

113,490 117,384 110,030 99,067 94,878

127,876 129,829 129,788 141,553 166,910

1,710,552 1,704,972 1,618,246 1,608,682 1,672,324

※ 再任用職員及び会計年度職員に係る共済組合負担金等は、一般職員人件費に含み、特別職に係る給与

は除く。また、投資的事業に係る支弁人件費は、一般職員人件費に含む。

会 計 年 度 任 用 職 員

計

職 員 数

一 般 職 員

事 業 名

計

職 員 人 件 費

一 般 職 員

再 任 用 職 員

再 任 用 職 員

会 計 年 度 任 用 職 員

計
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５　基金残高（普通会計）

（単位：千円）

2年度末 3年度末 4年度末 5年度末 6年度末

1,276,839 1,526,839 1,533,402 1,033,402 1,036,382

299,367 400,367 420,772 732,369 604,841

1,528,839 1,864,051 1,985,461 2,285,604 2,627,807

0 507,505 644,317 982,821 1,240,264

426,544 485,161 472,175 444,185 524,683

3,105,045 3,791,257 3,939,635 4,051,375 4,269,030

６　地方債現在高（普通会計）

（単位：千円）

2年度末 3年度末 4年度末 5年度末 6年度末

13,922,738 13,755,867 13,530,078 12,661,221 12,307,296

271 0 − − −

13,923,009 13,755,867 13,530,078 12,661,221 12,307,296

※ 住宅新築資金会計については、令和3年度をもって閉鎖

７　連結決算

（単位：千円）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度(決算) 5年度(決算) 6年度(決算)

51,693 167,456 114,397 115,214 118,660

15,728 61,848 9,263 44,340 9,232

2,772 2,842 4,478 5,291 6,999

70,193 232,146 128,138 164,845 134,891

８　健全化判断比率等

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度(決算) 5年度(決算) 6年度(決算)

－ － － － －

－ － － － －

8.7% 8.7% 8.7% 8.2% 7.0%

62.2% 42.8% 38.8% 26.6% 20.2%

※ ４つの指標が、以下の早期健全化基準以上である場合は、財政健全化計画を策定しなければならず、

また、財政再生基準以上である場合は、財政再生計画を策定しなければならない。

（参考）

14.81% 19.81% 25.0% 350.0%

20.00% 30.00% 35.0% －

実質公債費
比率

将来負担
比率

実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

区 分
実質赤字

比率
連結実質
赤字比率

会 計 名

一 般 会 計

普 通 会 計

会 計 名

国 民 健 康 保 険 会 計

（うち公共施設等整備基金）

後 期 高 齢 者 医 療 会 計

計

住 宅 新 築 資 金 会 計

計

基 金 名

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 目 的 基 金

（うちかがやけ川崎応援基金）

計

財 政 再 生 基 準

早 期 健 全 化 基 準

項 目

6



９　経常収支比率（普通会計）

2年度(決算) 3年度(決算) 4年度(決算) 5年度(決算) 6年度(決算)

96.1% 89.0% 89.8% 91.7% 90.8%

※ 経常収支比率とは、財政構造の弾力性を判断するための指標として用いられ、この比率が小さいほ

ど財政力に余裕があるとされている。

項 目

経 常 収 支 比 率
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１０　グラフによる各指標

(令和7年11月作成)
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